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第二に， 2013 年 6 月，食品表示法(平成 25 年法律第 70 号)の制定まで， 40 年間以上，
食品表示法制が混乱状態におかれた原因の究明を行った。直接的な原因は， 1970 年の農林
物資規格法の一部改正にあり，これにより略称を JAS 法とされ，かつ，食品表示にかかる























最後に，本研究が提示する解決策は，①食品表示法(平成 25 年法律第 70 号)の修正，
②業務移管に伴う人事方式，③公益通報制度，④消費者教育，の 4 点である。
2013 年 6 月，食品表示法が制定されたが，同法制定が予定されていながら，農林水産省
は，米の原産地表示を規定する条項を持つ米トレーサビリティ法(平成 21 年法律第 26 号)
を制定した。また， 2014 年の通常国会には，農林水産物資を対象とした地理的表示法案が
提出される予定である。これらは再び，食品表示制度の混乱を引き起こす可能性がある。
制定の真の理由は同省職員の雇用確保に求められるが，その根幹には， 日本国政府とし
て職員を雇用するのではなく，各省職員として雇用する日本官僚制に問題があるものと思
量する。この防止には，直接的には人事方式の見直しが必要となる。ただし，同省のみな
らず他省庁においても同様の行為は散見される。この虚構を現状追認してきた政治にも大
きな責任があると思量する。政治を選択する消費者個人々々の自覚や教育も不可欠で、ある。
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